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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第26期

第２四半期連結
累計期間

第26期
第２四半期連結
会計期間

第25期

会計期間
自 平成20年４月１日
至 平成20年９月30日

自 平成20年７月１日
至 平成20年９月30日

自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日

売上高（千円） 18,595,402 9,557,430 36,739,196

経常利益（千円） 2,530,935 1,527,632 5,581,204

四半期（当期）純利益（千円） 1,572,836 971,249 3,501,360

純資産額（千円） － 19,234,662 18,561,742

総資産額（千円） － 29,379,059 29,221,330

１株当たり純資産額（円） － 45,619.12 44,178.22

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円）
3,734.60 2,303.56 8,348.74

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
3,722.89 2,297.92 8,304.38

自己資本比率（％） － 65.5 63.5

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
451,902 － 3,460,623

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△810,013 － △1,538,568

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△823,618 － △510,954

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
－ 12,453,980 13,577,194

従業員数（人） － 621 584

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

EDINET提出書類

株式会社ワコム(E02059)

四半期報告書

 2/34



２【事業の内容】

当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

３【関係会社の状況】

　当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

　 平成20年９月30日現在

従業員数（人） 621 (122)

　（注）　従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（パートタイマー、人材会社からの派遣社員を含む。）は、当第２四半

期連結会計期間の平均人員を（　）外数で記載しております。

(2）提出会社の状況

　 平成20年９月30日現在

従業員数（人） 372 (120)

　（注）　従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除く。）であり、臨時雇用者数（パートタイマー、人材会社から

の派遣社員を含む。）は、当第２四半期会計期間の平均人員を（　）外数で記載しております。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　　当第２四半期連結会計期間の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
当第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

電子機器事業（千円） 4,251,035

ECS事業（千円） 19,063

合計（千円） 4,270,098

　（注）　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(2）製品仕入実績

　　当第２四半期連結会計期間の製品仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
当第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

電子機器事業（千円） 73,868

ECS事業（千円） 22,583

合計（千円） 96,451

　（注）　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(3）受注状況

　当社グループは見込み生産を行っているため、該当事項はありません。

(4）販売実績

　　当第２四半期連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
当第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

電子機器事業（千円） 9,351,038

ECS事業（千円） 206,392

合計（千円） 9,557,430

　（注）　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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２【経営上の重要な契約等】

    　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３【財政状態及び経営成績の分析】

(1）業績の状況

　当第２四半期連結会計期間における当社グループを取り巻く事業環境は、高止まりする原油や原材料価格、米国発の

金融危機の影響を受けた世界的な景気減速、さらに長期化するドル安と急激なユーロ安の進行など厳しいものとなり

ました。

　日本国内においては、設備投資の減速、個人消費の低迷などにより、回復感もないままに景気の後退局面入りが示唆

される状況となりました。米国は、住宅市場の調整が続き、大手金融機関の破綻など金融システムの危機が深刻化する

なか、企業収益の悪化に伴う設備投資の減速、個人消費も一層の減衰へとつながりました。欧州は、米国の金融危機が

伝播し各国の金融機関で経営危機が表面化するなど、全体としては米国市場減速や物価の上昇の影響を受けて景気減

速が明確になってまいりました。アジア・オセアニア地域は、欧米の景気後退などの影響を受けて成長ペースの鈍化

が見られました。

　このような事業環境のもと、当社グループの業績は堅調に推移し、米国、欧州地域において拡大が続きましたが、日

本、アジア・オセアニア地域においては減速感がみられました。技術面においては、前連結会計年度に買収した

TouchKO社の静電タッチ技術に当社のデジタル情報処理用IC開発の技術を組み合わせることで、タブレットPCなどに

組み込める高精度な省電タイプの静電タッチ技術を開発し、改良を続けています。そして、今後需要の拡大が見込まれ

るマルチタッチ技術の開発も鋭意進めています。また、アジア地域での需要拡大に対応するため、電子機器製品の物流

拠点を香港からシンガポールに移し、製品配送の迅速化、コスト削減、在庫水準の低減化などを強化いたしました。内

部統制推進については、金融商品取引法（J-SOX）への全社的な対応を引き続き推進しています。

　これらの結果、当第２四半期連結会計期間の業績は売上高が9,557,430千円となり、営業利益は1,488,004千円、経常利

益は1,527,632千円、四半期純利益は971,249千円となりました。

事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。

①　電子機器事業

　電子機器事業の主要製品であるタブレット製品については、当第２四半期連結会計期間を通じて為替変動の影響

を大きく受けましたが、全体として売上げは順調に推移しました。プロフェッショナルグラフィックス・タブレッ

トに関しては、「Intuos３（インテュオス　スリー）」が発売４年目になりましたが、売上げは堅調に推移いたしま

した。コンシューマグラフィックス・タブレットに関しては、世界的な景気後退と個人消費の減衰の影響を受けた

こともあり、昨年発売した「Bamboo（バンブー）」ブランドの製品群は前年並みに推移いたしました。一方、液晶一

体型タブレットに関しては、平成20年３月期に市場投入した新製品「Cintiq（シンティック）12WX」の効果もあ

り、売上げを好調に伸ばすことができました。また、本年８月にリリースした19インチ型の液晶一体型モデルが好評

をいただいております。

　タブレットPC向け製品を主力とするコンポーネント分野においては、コンシューマ向けタブレットPCのビジネス

は拡大しましたが、従来の企業向けタブレットPCへの出荷が減少したことや為替変動の影響により、売上げは前年

同期に及びませんでした。

　この結果、売上高は9,351,038千円、営業利益は1,953,453千円となりました。

②　ECS事業

　ECS事業においては、電気設計用CADシステムの最新版「ECAD/dio（イーキャド・ディオ）Ver9.0」を９月にリ

リースし、既存ユーザーへの販売とともに他社システムからECAD/dioへの置き換えに注力しました。

　PDM（製品情報管理）分野においては、第１四半期連結会計期間に続き既存ユーザーに対してソリューション提

案を行いました。しかし、製造業の設備投資に対する慎重姿勢に変化はなく商談期間の長期化が継続しています。

　この結果、売上高は206,392千円、営業利益は31,296千円となりました。

　所在地別セグメントの業績は、次のとおりであります。

①　日本

　電子機器事業においては、プロフェッショナルグラフィックス・タブレットの「Intuos（インテュオス）」シリー

ズは、引き続き大手量販店を中心とした店頭訴求の強化やターゲットを絞った広告展開が効果を上げ、順調に売上

げを伸ばすことができました。一方、コンシューマグラフィックス・タブレット「Bamboo（バンブー）」シリーズ

に関しては、新製品を投入した前年同期に比べ売上げは減少しましたが、ブランド訴求の効果により認知度は着実

に浸透しております。液晶一体型タブレットについては、グラフィックス向け「Cintiq（シンティック）」シリーズ

は好調に推移しましたが、設備投資の減速に伴い法人向け需要が減ったことにより、全体としては前年並みにとど

まりました。

　コンポーネント分野に関しては、前記の「事業の種類別セグメントの業績」のとおりです。

　また、ECS事業においても、前記の「事業の種類別セグメントの業績」のとおりです。
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　この結果、売上高は3,662,590千円、営業利益は1,577,445千円となりました。

②　米国

　米国市場においては、第１四半期連結会計期間において減速傾向にあったプロフェッショナルグラフィックス・

タブレット「Intuos（インテュオス）」シリーズは、チャネル政策の強化が効果を上げ、売上げを順調に伸ばしまし

た。コンシューマグラフィックス・タブレット「Bamboo（バンブー）」シリーズに関しても、プロフェッショナル

製品同様、流通パートナーへの働きかけが功を奏し、売上げを好調に伸ばしました。また、液晶一体型タブレットに

ついても、プロフェッショナルグラフィックス・タブレット製品からの移行や、新製品「Cintiq（シンティック）

12WX」によるユーザー拡大により、「Cintiq」シリーズを中心として、売上げが好調に推移しております。

　この結果、売上高は2,966,623千円、営業利益は209,584千円となりました。

③　欧州

　欧州市場においては、プロフェッショナルグラフィックス・タブレット「Intuos（インテュオス）」シリーズは「

Intuos３」が発売４年目を迎えているものの、既存のグラフィックス分野に加えてデジタルカメラ加工分野へ訴求

することにより、売上げが前年並みに推移いたしました。また、コンシューマグラフィックス・タブレット「Bamboo

（バンブー）」シリーズに関しては、「Bamboo」ブランドの訴求効果に加え、展示会などを通じて認知度を高める

ことで、売上げが堅調に推移しております。液晶一体型タブレットについては、「Cintiq（シンティック）」シリー

ズのグラフィックス、デジタル加工分野への浸透が進むとともに、「Cintiq 12WX」の新製品効果もあり、売上げが大

幅に増加いたしました。

　地域的には、米国発の金融不安の影響を受け景気が急速に悪化している英国、スペインなどは売上げが減少しまし

たが、東欧、フランスなどで大きく販売を伸ばすことが出来ました。

　この結果、売上高は1,970,859千円、営業利益は20,606千円となりました。

④　アジア・オセアニア

　アジア・オセアニア市場においては、プロフェッショナルグラフィックス・タブレット「Intuos（インテュオ

ス）」シリーズに関しては、経済成長鈍化の影響を受け、全体としては僅かながら前年に及びませんでした。また、

コンシューマグラフィックス・タブレットに関しても、地域ニーズに合わせて現地向け「Bamboo（バンブー）」製

品を機動的に投入いたしましたが、景気鈍化の影響を受け、売上げは減少いたしました。一方、液晶一体型タブレッ

トについては、「Cintiq（シンティック）」シリーズの販売を中心に、大幅に売上げを伸ばすことができました。

　地域的には、韓国、台湾が景気減速の影響を受けた一方、成長市場であるインド、アセアン地域は大幅に売上げを伸

ばすことができました。中国市場は北京オリンピックによる物流規制などの影響もありましたが、全体では前年並

みの売上げとなりました。

　この結果、売上高は957,358千円、営業利益は52,157千円となりました。

(2）キャッシュ・フローの状況

  当第２四半期連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、当第１四半期連結会計期間

末と比べ、393,806千円増加し、当第２四半期連結会計期間末では、12,453,980千円となりました。

　当第２四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果得られた資金は1,120,900千円となりました。これは主に、税金等調整前四半期純利益1,540,355千

円、売上債権の増加額237,524千円及び仕入債務の減少額243,455千円等によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は、375,706千円となりました。これは主に、固定資産の取得による支出369,830千円等

によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果使用した資金は、136,333千円となりました。これは主に、配当金の支払額135,753千円等によるもの

であります。

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

　なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等（会社法

施行規則第127条各号に掲げる事項）は次のとおりであります。

（株式会社の支配に関する基本方針）

①　当社の財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針の内容

　当社グループは1983年の創業以来「人とテクノロジーの調和ある発展を追求し、より豊かで創造的な暮らしを実

現する」ことを企業ビジョンとして、世界中のお客様がより自然に、直感的に、また創造的にコンピュータを利用で
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きるための技術と製品を開発・提供することをめざしてまいりました。

　当社グループが株主の皆様に還元する適正な利潤を獲得し、企業価値・株主共同の利益の持続的かつ中長期的な

向上を実現するためには、株主の皆様はもちろん、お客様、取引先、従業員等のステークホルダーとの適切な関係を

維持、発展させていくことが必要であり、これらのステークホルダーにも十分配慮した経営を行う必要があります。

　当社は1984年に世界初のコードレスペンを開発して以来、タブレット業界のテクノロジーリーダーとして製品分

野の進歩を主導し、同業界における世界市場のグローバルリーダーとなっております。独自の技術開発能力、特許・

ノウハウなどの知的財産、付加価値の高い製品の企画・開発力の充実とともに、長期間にわたって築き上げたグ

ローバルな企業文化と競争力の高いグローバル事業モデルの更なる強化によってこそ、長期的な事業成長と継続的

な企業価値の向上を図ることができると考えております。

　従って、当社株券等の買付の提案を受けた場合に、その買付が当社の企業価値・株主共同の利益に及ぼす影響を適

切に判断するためには、買付者の提案する事業計画の実現可能性・適法性、当社の有形無形の経営資源、ステークホ

ルダーに与える影響とそれが企業価値に及ぼす影響、将来を見据えた施策の潜在的効果、世界中の各地域の有機的

結合により実現され得るシナジー効果、当社グループの実情その他当社の企業価値を構成する要素が十分に把握さ

れる必要があると考えます。

　当社取締役会は、上記の要素に鑑みて、当社の企業価値・株主共同の利益の確保、向上に資さない当社株券等の大

量買付行為や買付提案を行う者は、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者として適当でないと考えてい

ます。

②　当社の財産の有効な活用、適切な企業集団の形成その他の基本方針の実現に資する特別な取組み

　当社グループは長期的かつ安定的な事業成長こそが企業価値の向上と社会的貢献への最優先課題であると考えて

おります。そして、「ヒューマンインターフェース・ソリューションに集中し新しいデジタルペーパー時代のデ

ファクト・スタンダードになる」との基本戦略のもと、ユーザーインターフェース分野におけるグローバルな技術

標準を確立し、グローバルリーダーシップをさらに強化していくことを基本方針として「中期経営計画：WP1018

（ワコムプラン1018）」を策定し、その実現にグループ全社をあげて取り組んでおります。WP1018はグローバルな

事業規模の拡大とともに事業の効率化を図り企業価値の向上をめざすもので、2012年３月までに連結売上高1,000億

円以上、連結営業利益率18％以上を財務目標としています。その実現に向けて当社はグローバルな競争力の更なる

強化と業績拡大に全力で取り組んでまいります。

　まず、タブレット分野においては海外現地法人との連携を取り、コスト削減を図りスケールメリットを追求する一

方で、当社独自の基幹技術が必要とされるものについては、日本国内での生産を維持することにより、基幹技術の海

外流出を防止することに努めてまいりました。今後も、当社はタブレット分野のグローバルなリーダーシップをさ

らに強化すべく、新規技術と新製品の開発を積極的に進めてまいります。特に、急速に拡大するアジア市場における

事業拠点への投資を進めるとともに、一般的なビジネスPCユーザーへのタブレットの本格的普及拡大や、液晶一体

型タブレットのプロフェッショナルデザイナーへの更なる普及や医療・教育分野等の公共分野での利用拡大など

に努めてまいります。

　コンポーネント分野においては、既に安定的な供給を実現しているタブレットPCに加えてデスクトップPCへの製

品供給を拡大するとともに、PDA・携帯電話・ゲームなどの小型情報機器においても、新規利用領域を拡大してまい

ります。また、長期的観点からの新規技術開発や新規事業投資、新規技術の調査や取得、その一環として派生する可

能性があるM＆Aなどにも積極的に取り組んでまいります。

　また、今後、タブレットが本格的な普及期に入るに当たり、グローバルな需要拡大に向けた生産供給体制の強化や

品質管理システムの向上に取り組んでいかねばなりません。そのためにアジアを始めとする海外生産拠点の拡大や

現地人材の強化、生産パートナー各社との連携をさらに強化し、IT技術を活用した市場ニーズに柔軟に対応できる生

産供給体制を構築してまいります。また、長期的競争力向上の観点から当社のグローバルブランド化に向けて積極

的に投資を進めてまいります。さらに、全世界で活動する多数のパートナー企業〔OS（オペレーティングシステ

ム）メーカー、アプリケーションメーカー、液晶メーカー等〕との連携を強化し、当社技術のグローバル標準化を推

進してまいります。

　当社の長期的な企業価値の向上にはグローバルな競争力の一層の強化が必要です。そのため、グローバル戦略を担

う優秀な人材の確保と教育・訓練に努め、企業文化と事業機能の両面におけるグローバル統合を推進し、全社戦略

の一貫性と地域の成長活力の最大化を図ってまいります。また、グローバルな事業展開を通じて継続的に企業価値

の向上を具現化して行くために、世界各地域において企業の社会的責任（CSR）を積極的に果たすとともに、「誠実

に責任を果たす」企業文化の構築とコンプライアンス体制の強化に取り組んでまいります。

③　基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針の決定が支配されることを防止するための

取組み（買収防衛策）
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　当社は、当社の企業価値・株主共同の利益を確保し、向上させることを目的として、2007年６月開催の定時株主総

会における基本的考え方についての株主の皆様のご承認の下、当社株式の大量取得行為に関する対応策(買収防衛策

)(以下「本プラン」といいます。)を導入しました。

　本プランは、当社株式の大量買付が行われる場合の手続を明確にし、株主の皆様が適切な判断をするために必要か

つ十分な情報と時間を確保するとともに、買付者との交渉の機会を確保することにより、当社の企業価値・株主共

同の利益を確保し、向上させることを目的としています。

　具体的には、当社の発行済株式総数の20％以上となる株式の買付又は公開買付けを実施しようとする買付者には、

必要な情報を事前に当社取締役会に提出していただきます。一方、当社取締役会は独立性の高い(ⅰ)当社社外取締

役、(ⅱ)当社社外監査役、又は(ⅲ)社外の有識者のいずれかに該当する委員３名以上で構成される独立委員会を設置

し、独立委員会は外部専門家等の助言を独自に得た上、買付内容の検討、株主の皆様への情報開示と当社取締役会に

よる代替案の提示、買付者との交渉等を行います。買付者が本プランの手続を遵守しない場合や、当社の企業価値・

株主共同の利益を侵害する買付であると独立委員会が判断した場合は、対抗措置の発動(買付者等による権利行使は

認められないとの行使条件を付した新株予約権の無償割当ての実施)を取締役会に勧告し、当社の企業価値・株主共

同の利益を確保します。

④　当社の財産の有効な活用、適切な企業集団の形成その他の基本方針の実現に資する特別な取組み及び本プランが

いずれも基本方針に沿うものであり、当社の株主共同の利益を損なうものではなく、当社の会社役員の地位の維

持を目的とするものでないことについて 

　当社取締役会は、前記「当社の財産の有効な活用、適切な企業集団の形成その他の基本方針の実現に資する特別な

取組みについて」の各施策はいずれも当社の企業価値および株主共同の利益を確保し、向上させることを目的とす

るものであることから、基本方針に沿うものであり、当社の株主共同の利益を損なうものではなく、当社の会社役員

の地位の維持を目的とするものでないと判断しております。

　また、当社取締役会は、本プランは基本方針に沿うものであり、当社の株主共同の利益を損なうものではなく、当社

の会社役員の地位の維持を目的とするものでないと判断しております。その理由は以下の(イ)ないし(チ)記載のとお

りです。

（イ）買収防衛策に関する指針の要件を完全に充足していること

　本プランは、経済産業省及び法務省が平成17年５月27日に発表した「企業価値・株主共同の利益の確保又は向

上のための買収防衛策に関する指針」の定める三原則（企業価値・株主共同の利益の確保・向上の原則、事前開

示・株主意思の原則、必要性・相当性の原則）を充足しています。 

（ロ）株主共同の利益の確保・向上の目的をもって導入されていること

　本プランは、当社株券等に対する買付等がなされた際に、当該買付等に応じるべきか否かを株主の皆様が判断

し、あるいは当社取締役会が代替案を提示するために必要な情報や時間を確保したり、株主の皆様のために買付

者等と交渉を行うこと等を可能とすることにより、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保し、向上させ

るという目的をもって導入されました。 

（ハ）株主意思を重視するものであること

　本プランは、当社株主総会において本プランに係る委任決議がなされることにより導入されました。

　また、本プランには、有効期間を約３年間とするいわゆるサンセット条項が付されており、かつ、その有効期間の

満了前であっても、当社株主総会において上記の委任決議を撤回する旨の決議が行われた場合には、本プランは

その時点で廃止されることになります。その意味で、本プランの消長には、株主の皆様のご意向が反映されること

となっております。
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（ニ）独立性の高い社外者の判断の重視と情報開示

　当社は、本プランの導入にあたり、当社取締役会又は取締役の恣意的判断を排除し、株主の皆様のために、本プラ

ンの発動及び廃止等の運用に際しての実質的な判断を客観的に行う機関として独立委員会を設置しました。

　実際に当社に対して買付等がなされた場合には、こうした独立委員会が独立委員会規則に従い、当該買付等が当

社の企業価値・株主の共同利益を毀損するか否かなどの実質的な判断を行い、当社取締役会はその判断を最大限

尊重して会社法上の決議を行うこととします。

　このように、独立委員会によって、当社取締役の恣意的行動を厳しく監視するとともに、その判断の概要につい

ては株主の皆様に情報開示をすることとされており、当社の企業価値・株主共同の利益に資する範囲で本プラン

の透明な運営が行われる仕組みが確保されています。

　なお、独立委員会の委員は、当社の業務執行を行う経営陣から独立している、(i)当社社外取締役、(ⅱ)当社社外監

査役、又は(ⅲ)社外の有識者のいずれかに該当する委員３名以上により構成されます。 

（ホ）当社取締役の任期は１年であること

　当社は、経営陣の株主の皆様に対する責任をより明確なものとし、コーポレート・ガバナンスの強化を図るた

め、取締役の任期を１年としております。従って、毎年の取締役の選任を通じても、本プランにつき、株主の皆様の

ご意向を反映させることが可能となります。

（ヘ）合理的な客観的要件の設定

　本プランは、合理的かつ詳細な客観的要件が充足されなければ発動されないように設定されており、当社取締役

会による恣意的な発動を防止するための仕組みを確保しているものといえます。

（ト）第三者専門家の意見の取得

　買付者等が出現すると、独立委員会は、当社の費用で独立した第三者（ファイナンシャル・アドバイザー、公認

会計士、弁護士、コンサルタントその他の専門家を含みます。）の助言を受けることができるものとしています。

これにより、独立委員会による判断の公正さ・客観性がより強く担保される仕組みとなっています。

（チ）デッドハンド型やスローハンド型買収防衛策ではないこと　

　本プランは、当社の株券等を大量に買い付けた者が指名し、株主総会で選任された取締役により、廃止すること

ができるものとして設計されており、デッドハンド型買収防衛策（取締役会の構成員の過半数を交替させてもな

お、発動を阻止できない買収防衛策）ではありません。また、当社は期差任期制を採用していないため、本プラン

はスローハンド型買収防衛策（取締役会の構成員の交替を一度に行うことができないため、その発動を阻止する

のに時間を要する買収防衛策）でもありません。

(4）研究開発活動

当第２四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発費の総額は、445,337千円であり、その内訳は、電子機器

事業が441,537千円、ECS事業が3,800千円であります。

　なお、当第２四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第２四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末において計画中であった重要な設備の新設、除却等に

ついて、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありませ

ん。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 1,380,000

計 1,380,000

　

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成20年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成20年11月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 421,636 421,636
東京証券取引所

市場第一部 
－

計 421,636 421,636 － －

　（注）　「提出日現在発行数」欄には、平成20年11月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により

発行された株式数は含まれておりません。
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（２）【新株予約権等の状況】

旧商法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

①　平成14年11月８日臨時株主総会決議（第１回新株予約権）

　
第２四半期会計期間末現在
（平成20年９月30日）

新株予約権の数（個） 56

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 1,120

新株予約権の行使時の払込金額（円） 17,659

新株予約権の行使期間 平成16年11月９日から平成23年10月31日まで（注）１

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　17,659

資本組入額　 8,830

新株予約権の行使の条件

当社及び当社子会社の取締役及び従業員の地位を失っ

た場合は原則として権利行使できないものとする。ただ

し、その地位を失った後、１ヶ月以内に限り行使するこ

とができるものとする。          （注）２、３

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権の譲渡は、認めない。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

　（注）１．権利者は以下の区分に従って、付与された権利の一部又は全部を行使することができることとします。

なお、行使可能な株数が１単位の株式数の整数倍でない場合は、１単位の株式数の整数倍に切り上げた数と

します。

(a）平成16年11月９日から平成23年10月31日までは、権利を付与された株式数の２分の１について権利を

行使することができる。

(b）平成17年11月９日から平成23年10月31日までは、権利を付与された株式数の４分の１について、上記

(a）に追加し、権利を行使することができる。

(c）平成18年11月９日から平成23年10月31日までは、権利を付与された株式数の４分の１について、上記

(a）、(b）に追加し、権利を行使することができる。

２．新株予約権発行日以降に当社が株式分割又は株式併合を行う場合、各発行対象者に付与される１個当たりの

新株予約権の行使により発行される株式の数は、次の算式により調整されるものとします。なお、かかる調整

は、当該時点においてその者が新株予約権を行使していない目的たる株式の数についてのみ行われ、調整の

結果生じる１株未満の株式については、これを切り捨てます。

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

３．払込価格は、当社が時価を下回る価格で新株を発行する場合（新株予約権の行使によるものを除く）は、次

の算式により調整されます。

 
既発行株式数 ＋

新発行株式数 × １株当たりの払込金額

調整後払込金額＝調整前払込金額×
新株発行前の株価

既発行株式数 ＋ 新発行株式数

②　平成16年６月24日定時株主総会決議（第３回新株予約権）

　
第２四半期会計期間末現在
（平成20年９月30日）

新株予約権の数（個） 201

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）  －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 804

新株予約権の行使時の払込金額（円） 306,139
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第２四半期会計期間末現在
（平成20年９月30日）

新株予約権の行使期間 平成18年６月25日から平成21年６月24日まで（注）１

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　   306,139

資本組入額　 153,070

新株予約権の行使の条件
当社及び当社子会社の取締役及び従業員の地位を失っ

た場合は権利行使できないものとする。（注）２、３

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を要するも

のとする。

代用払込みに関する事項  －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  －

　（注）１．権利者は以下の区分に従って、付与された権利の一部又は全部を行使することができることとします。

なお、行使可能な株数が１単位の株式数の整数倍でない場合は、１単位の株式数の整数倍に切り上げた数と

します。

(a）平成18年６月25日から平成21年６月24日までは、権利を付与された株式数の２分の１について権利を

行使することができる。

(b）平成19年６月27日から平成21年６月24日までは、権利を付与された株式数の４分の１について、上記

(a）に追加し、権利を行使することができる。

(c）平成20年６月27日から平成21年６月24日までは、権利を付与された株式数の４分の１について、上記

(a）、(b）に追加し、権利を行使することができる。

２．新株予約権発行日以降に当社が株式分割又は株式併合を行う場合、各発行対象者に付与される１個当たりの

新株予約権の行使により発行される株式の数は、次の算式により調整されるものとします。なお、かかる調整

は、当該時点においてその者が新株予約権を行使していない目的たる株式の数についてのみ行われ、調整の

結果生じる１株未満の株式については、これを切り捨てます。

　調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

３．払込価格は、当社が時価を下回る価格で新株を発行する場合（新株予約権の行使によるものを除く）は、次

の算式により調整されます。

 
既発行株式数 ＋

新発行株式数 × １株当たりの払込金額

調整後払込金額＝調整前払込金額×
新株発行前の株価

既発行株式数 ＋ 新発行株式数

③　平成17年６月23日定時株主総会決議（第４回新株予約権）

　
第２四半期会計期間末現在
（平成20年９月30日）

新株予約権の数（個） 200

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）  －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 800

新株予約権の行使時の払込金額（円） 242,865

新株予約権の行使期間 平成19年６月24日から平成22年６月23日まで（注）１

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　   242,865

資本組入額　 121,433

新株予約権の行使の条件
当社及び当社子会社の取締役及び従業員の地位を失っ

た場合は権利行使できないものとする。（注）２、３

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を要するも

のとする。

代用払込みに関する事項  －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  －

　（注）１．権利者は以下の区分に従って、付与された権利の一部又は全部を行使することができることとします。

なお、行使可能な株数が１単位の株式数の整数倍でない場合は、１単位の株式数の整数倍に切り上げた数と
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します。

(a）平成19年６月24日から平成22年６月23日までは、権利を付与された株式数の２分の１について権利を

行使することができる。

(b）平成20年６月24日から平成22年６月23日までは、権利を付与された株式数の４分の１について、上記

(a）に追加し、権利を行使することができる。

(c）平成21年６月24日から平成22年６月23日までは、権利を付与された株式数の４分の１について、上記

(a）、(b）に追加し、権利を行使することができる。

２．新株予約権発行日以降に当社が株式分割又は株式併合を行う場合、各発行対象者に付与される１個当たりの

新株予約権の行使により発行される株式の数は、次の算式により調整されるものとします。なお、かかる調整

は、当該時点においてその者が新株予約権を行使していない目的たる株式の数についてのみ行われ、調整の

結果生じる１株未満の株式については、これを切り捨てます。

　調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

３．払込価格は、当社が時価を下回る価格で新株を発行する場合（新株予約権の行使によるものを除く）は、次

の算式により調整されます。

 
既発行株式数 ＋

新発行株式数 × １株当たりの払込金額

調整後払込金額＝調整前払込金額×
新株発行前の株価

既発行株式数 ＋ 新発行株式数

（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。
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（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成20年７月１日～
平成20年９月30日
（注）

20 421,636 176 4,194,815 177 4,036,230

　（注）　新株予約権の行使による増加であります。

（５）【大株主の状況】

　 平成20年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
 (株）

発行済株式
総数に対す
る所有株式
数の割合
（％）

惠藤　洋治　　　　　　　　　　　　　　 東京都品川区 31,320 7.43

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託

口）

東京都中央区晴海１丁目８－11 30,037 7.12

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 東京都港区浜松町２丁目11－３ 22,326 5.30

ステート ストリート バンク アンド トラスト カン

パニー

（常任代理人）

株式会社みずほコーポレート銀行　　

兜町証券決済業務室 　　　　　　　

P.O.

BOX 351 BOSTON MASSACHUS

ETTS 02101 U.S.A. 

 

（東京都中央区日本橋兜町６番

７号）

17,157 4.07

株式会社ウィルナウ 東京都千代田区麹町１丁目６－

９－８０４号

12,100 2.87

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口

４Ｇ）

東京都中央区晴海１丁目８－11 11,690 2.77

マサ ジャパニーズ エクイティ（常任代理人）

株式会社三菱東京ＵＦＪ決済事業

部

P.O.BOX 2992 RIYADH 11169 KI

NGDOM OF SAUDI ARABIA

 

（東京都千代田区丸の内２丁目

７－１）

7,836 1.86

山田　正彦 埼玉県幸手市 7,420 1.76

ザ チェース マンハッタン バンク エヌ エイ ロンド

ン エス エル オムニバス アカウント　     

（常任代理人）

株式会社みずほコーポレート銀行　

兜町証券決済業務室

WOOLGATE HOUSE,

 COLEMAN STREET LONDON EC

2P 2HD,

ENGLAND 

                        

             

（東京都中央区日本橋兜町６番

７号） 

7,283 1.73
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氏名又は名称 住所
所有株式数
 (株）

発行済株式
総数に対す
る所有株式
数の割合
（％）

ジェーピーエムシービー オムニバス ユーエス ペン

ション トリーティー ジャスデック ３８００５２

（常任代理人）

株式会社みずほコーポレート銀行　

兜町証券決済業務室

270 PARK AVENUE,

 NEW YORK, NY 10017, U.S.A. 

             

   

（東京都中央区日本橋兜町６番

７号） 

5,578 1.32

計 － 152,747 36.23

　（注）　キャピタル・リサーチ・アンド・マネージメント・カンパニー及びその共同保有者から、平成20年10月７日付

の大量保有報告書の変更報告書の写しの送付があり、平成20年９月30日現在でそれぞれ以下のとおり株式を

保有している旨の報告を受けておりますが、当社として当第２四半期会計期間末時点における実質所有株式

数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数
（株）

株券等保有割合
（％）

キャピタル・リサーチ・

アンド・マネジーメント

・カンパニー

アメリカ合衆国カリフォルニア州、ロスアン

ジェルス、サウスホープ・ストリート333

株式   5,005　 1.19

キャピタル・ガーディア

ン・トラスト・カンパ

ニー

アメリカ合衆国カリフォルニア州、ロスアン

ジェルス、サウスホープ・ストリート333

株式  10,296　 2.44

キャピタル・インターナ

ショナル・リミテッド

英国SW1X 7GG、ロンドン、グロスヴェノー

・プレイス40

株式   7,211　 1.71

キャピタル・インターナ

ショナル・インク

アメリカ合衆国カリフォルニア州90025、ロ

スアンジェルス、サンタ・モニカ通り11100、

15階

株式 　4,195 0.99

キャピタル・インターナ

ショナル・エス・エイ

スイス国、ジュネーヴ1201、プラス・デ・ベ

ルグ３

株式   1,820　 0.43

キャピタル・インターナ

ショナル株式会社

東京都千代田区丸の内１丁目５－１ 株式　 5,551　 1.32

計 － 34,078 8.08
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成20年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式  421,636 421,636 －

端株 － － －

発行済株式総数 421,636 － －

総株主の議決権 － 421,636 －

　（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が90株含まれております。また、「議決権

の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数90個が含まれております。

②【自己株式等】

　 平成20年９月30日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

－ － － －　 － －　

計 － －　 －　 －　 －　

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別 平成20年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円） 219,000 275,000 286,000 261,000 238,000 208,000

最低(円） 200,000 242,000 251,000 232,000 188,500 156,700

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平

成20年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、あらた監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 6,453,980 8,078,235

受取手形及び売掛金 5,172,707 4,537,959

有価証券 6,000,000 5,500,000

製品 2,106,514 2,349,469

原材料 830,613 847,171

仕掛品 321,447 177,043

その他 3,128,648 2,849,250

貸倒引当金 △52,359 △31,094

流動資産合計 23,961,550 24,308,033

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 1,904,730 1,552,601

その他（純額） 2,095,844 1,950,845

有形固定資産合計 ※1
 4,000,574

※1
 3,503,446

無形固定資産

のれん 149,573 180,021

その他 536,718 563,954

無形固定資産合計 686,291 743,975

投資その他の資産

その他 732,897 668,099

貸倒引当金 △2,253 △2,223

投資その他の資産合計 730,644 665,876

固定資産合計 5,417,509 4,913,297

資産合計 29,379,059 29,221,330

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 5,568,626 5,717,425

短期借入金 600,000 600,000

未払法人税等 763,534 1,163,242

賞与引当金 395,462 475,189

役員賞与引当金 28,110 23,695

その他 1,767,762 1,731,738

流動負債合計 9,123,494 9,711,289

固定負債

退職給付引当金 397,221 370,605

役員退職慰労引当金 415,207 379,343

その他 208,475 198,351

固定負債合計 1,020,903 948,299

負債合計 10,144,397 10,659,588
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（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 4,194,815 4,082,842

資本剰余金 4,036,230 3,924,258

利益剰余金 11,347,026 10,853,924

株主資本合計 19,578,071 18,861,024

評価・換算差額等

為替換算調整勘定 △343,409 △299,282

評価・換算差額等合計 △343,409 △299,282

純資産合計 19,234,662 18,561,742

負債純資産合計 29,379,059 29,221,330
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

売上高 18,595,402

売上原価 9,477,214

売上総利益 9,118,188

販売費及び一般管理費 ※
 6,562,792

営業利益 2,555,396

営業外収益

受取利息及び配当金 56,692

その他 10,937

営業外収益合計 67,629

営業外費用

支払利息 6,252

為替差損 73,887

その他 11,951

営業外費用合計 92,090

経常利益 2,530,935

特別利益

固定資産売却益 854

貸倒引当金戻入額 468

受取和解金 14,217

特別利益合計 15,539

特別損失

固定資産売却損 1,265

固定資産除却損 1,866

特別損失合計 3,131

税金等調整前四半期純利益 2,543,343

法人税等 970,507

四半期純利益 1,572,836
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日
　至　平成20年９月30日)

売上高 9,557,430

売上原価 4,689,085

売上総利益 4,868,345

販売費及び一般管理費 ※
 3,380,341

営業利益 1,488,004

営業外収益

受取利息及び配当金 34,835

為替差益 10,243

その他 5,349

営業外収益合計 50,427

営業外費用

支払利息 3,409

その他 7,390

営業外費用合計 10,799

経常利益 1,527,632

特別利益

固定資産売却益 854

受取和解金 14,217

特別利益合計 15,071

特別損失

固定資産売却損 1,265

固定資産除却損 1,083

特別損失合計 2,348

税金等調整前四半期純利益 1,540,355

法人税等 569,106

四半期純利益 971,249
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 2,543,343

減価償却費 310,948

引当金の増減額（△は減少） 7,716

受取利息及び受取配当金 △56,692

支払利息 6,252

売上債権の増減額（△は増加） △841,722

たな卸資産の増減額（△は増加） 72,788

仕入債務の増減額（△は減少） △117,343

その他 △150,307

小計 1,774,983

利息及び配当金の受取額 33,263

利息の支払額 △6,229

法人税等の支払額 △1,350,115

営業活動によるキャッシュ・フロー 451,902

投資活動によるキャッシュ・フロー

固定資産の取得による支出 △751,636

その他 △58,377

投資活動によるキャッシュ・フロー △810,013

財務活動によるキャッシュ・フロー

株式の発行による収入 221,233

配当金の支払額 △1,044,851

財務活動によるキャッシュ・フロー △823,618

現金及び現金同等物に係る換算差額 58,515

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,123,214

現金及び現金同等物の期首残高 13,577,194

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 12,453,980
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

１．会計処理基準に関する事

項の変更

（1）重要な資産の評価基準及び評価方法

の変更

たな卸資産

　通常の販売目的で保有するたな卸資産

については、従来、主として総平均法によ

る原価法によっておりましたが、第１四

半期連結会計期間より「棚卸資産の評価

に関する会計基準」（企業会計基準第９

号　平成18年７月５日）が適用されたこ

とに伴い、主として総平均法による原価

法（貸借対照表価額については収益性の

低下に基づく簿価切下げの方法）により

算定しております。

　これにより、当第２四半期連結累計期間

の営業利益、経常利益及び税金等調整前

四半期純利益は、それぞれ47,081千円　　　　

　　　　　　　　　　　　減少しております。

　なお、セグメント情報に与える影響　は、

当該箇所に記載しております。

　 （2）「連結財務諸表作成における在外子

会社の会計処理に関する当面の取扱い」

の適用

　第１四半期連結会計期間より、「連結財

務諸表作成における在外子会社の会計処

理に関する当面の取扱い」（実務対応報

告第18号　平成18年５月17日）を適用し、

連結決算上必要な修正を行っておりま

す。

　これにより、当第２四半期連結累計期間

の営業利益、経常利益及び税金等調整前

四半期純利益は、それぞれ17,353千円減少

しております。

　なお、セグメント情報に与える影響は、

当該箇所に記載しております。
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【簡便な会計処理】

　
　
　

当第２四半期連結累計期間 
（自　平成20年４月１日 
 至　平成20年９月30日）

１．固定資産の減価償却費の

　　　　　算定方法

　定率法を採用している資産については、

連結会計年度に係る減価償却費の額を期

間按分して算定する方法によっておりま

す。

２．繰延税金資産及び繰延税

　金負債の算定方法

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関

しては、前連結会計年度末以降に経営環

境等、かつ、一時差異等の発生状況に著し

い変化がないと認められるので、前連結

会計年度において使用した将来の業績予

測やタックス・プランニングを利用する

方法によっております。

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　
当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

１．税金費用の計算 　税金費用については、当第２四半期連結

会計期間を含む連結会計年度の税引前当

期純利益に対する税効果会計適用後の実

効税率を合理的に見積り、税引前四半期

純利益に当該見積実効税率を乗じて計算

しております。

　なお、法人税等調整額は、法人税等に含

めて表示しております。

EDINET提出書類

株式会社ワコム(E02059)

四半期報告書

25/34



【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末
（平成20年９月30日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

※１．有形固定資産の減価償却累計額は、2,921,665千円で

あります。

※１．有形固定資産の減価償却累計額は、2,765,137千円で

あります。

　２．当社においては、運転資金の効率的な調達を行うた

め取引銀行２行と当座貸越契約を締結しております。

これら契約に基づく当第２四半期連結会計期間末の借

入未実行残高は次のとおりであります。

  ２．　　　　　　　──────　

当座貸越極度額 2,000,000千円

借入実行残高 －千円

差引額 2,000,000千円

 

（四半期連結損益計算書関係）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、

次のとおりであります。

貸倒引当金繰入額 17,761千円

給与手当   1,450,909千円

退職給付費用    80,139千円

役員退職慰労引当金繰入額    36,736千円

賞与引当金繰入額 302,460千円

役員賞与引当金繰入額    28,110千円

当第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、

次のとおりであります。

貸倒引当金繰入額 28,976千円

給与手当 728,245千円

退職給付費用        35,630千円

役員退職慰労引当金繰入額       5,963千円

賞与引当金繰入額    145,368千円

役員賞与引当金繰入額       21,204千円

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成20年９月30日現在）

現金及び預金勘定  6,453,980千円

有価証券    6,000,000千円

現金及び現金同等物 12,453,980千円
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（株主資本等関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平成

20年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式 421,636株

２．自己株式の種類及び株式数

普通株式 － 株

３．配当に関する事項

配当金支払額

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成20年４月30日

取締役会
普通株式 1,050,390 2,500 平成20年３月31日 平成20年６月３日 利益剰余金 

４．株主資本の金額の著しい変動

　当第２四半期連結累計期間において、新株予約権の行使により資金調達を行っております。この結果、当第２

四半期連結累計期間において資本金が111,973千円、資本剰余金が111,972千円増加し、当第２四半期連結会計期

間末において資本金が4,194,815千円、資本剰余金が4,036,230千円となっております。
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

当第２四半期連結会計期間（自平成20年７月１日　至平成20年９月30日）

　
電子機器事業
（千円）

ＥＣＳ事業
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 9,351,038 206,392 9,557,430 － 9,557,430

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － － － －

計 9,351,038 206,392 9,557,430 － 9,557,430

営業利益 1,953,453 31,296 1,984,749 (496,745) 1,488,004

当第２四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平成20年９月30日）

　
電子機器事業
（千円）

ＥＣＳ事業
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 18,198,928 396,474 18,595,402 － 18,595,402

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － － － －

計 18,198,928 396,474 18,595,402 － 18,595,402

営業利益 3,563,445 35,496 3,598,941 (1,043,545) 2,555,396

（注）１．事業区分の方法

事業は、製品の系列及び管理上の事業区分を考慮して区分しております。

２．各区分に属する主要な製品

事業区分 主要製品

電子機器事業
プロフェッショナルグラフィックス・タブレット、コンシューマグラフィックス

・タブレット、液晶一体型タブレット、コンポーネント 他

ＥＣＳ事業 ECADシリーズ、ENOVIA SmarTeam 他

３．会計処理の方法の変更

　（棚卸資産の評価に関する会計基準）

　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」１．（1）に記載のとおり、通常の

販売目的で保有するたな卸資産については、従来、主として総平均法による原価法によっておりましたが、

第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月

５日）が適用されたことに伴い、主として総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低

下に基づく簿価切下げの方法）により算定しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比

べて、当第２四半期連結累計期間の営業利益は、電子機器事業で46,999千円、ECS事業で82千円それぞれ減

少しております。

　（連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い）

　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」１．（2）に記載のとおり、第１四

半期連結会計期間より、「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実

務対応報告第18号　平成18年５月17日）を適用し、連結決算上必要な修正を行っております。この変更に伴

い、従来の方法によった場合に比べて、当第２四半期連結累計期間の営業利益は、電子機器事業で　　　17,353

千円減少しております。
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【所在地別セグメント情報】

当第２四半期連結会計期間（自平成20年７月１日　至平成20年９月30日）

　
日本
（千円）

米国
（千円）

欧州
（千円）

アジア・　オ
セアニア
（千円）

計
（千円）

消去又は
全社
（千円）

連結
（千円）

売上高        

(1）外部顧客に対する売

上高
3,662,590 2,966,623 1,970,859 957,358 9,557,430 － 9,557,430

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高
3,838,429 57,874 － 9,005 3,905,308 (3,905,308) －

計 7,501,019 3,024,497 1,970,859 966,363 13,462,738 (3,905,308) 9,557,430

営業利益 1,577,445 209,584 20,606 52,157 1,859,792 (371,788) 1,488,004

当第２四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平成20年９月30日）

　
日本
（千円）

米国
（千円）

欧州
（千円）

アジア・　オ
セアニア
（千円）

計
（千円）

消去又は
全社
（千円）

連結
（千円）

売上高        

(1）外部顧客に対する売

上高
7,158,282 5,726,336 3,777,198 1,933,586 18,595,402 － 18,595,402

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高
7,646,033 112,106 － 16,628 7,774,767 (7,774,767) －

計 14,804,315 5,838,442 3,777,198 1,950,214 26,370,169 (7,774,767) 18,595,402

営業利益 3,015,843 444,699 16,703 135,509 3,612,754 (1,057,358) 2,555,396

（注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。

２．本邦、米国以外の区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。

 欧州………………………ドイツ、英国

アジア・オセアニア……中国、韓国、オーストラリア、香港、シンガポール

３．会計処理の方法の変更

　（棚卸資産の評価に関する会計基準）

　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」１．（1）に記載のとおり、通常の

販売目的で保有するたな卸資産については、従来、主として総平均法による原価法によっておりましたが、

第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月

５日）が適用されたことに伴い、主として総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低

下に基づく簿価切下げの方法）により算定しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比

べて、当第２四半期連結累計期間の営業利益は、日本で47,081千円減少しております。

　（連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い）

　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」１．（2）に記載のとおり、第１四

半期連結会計期間より、「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実

務対応報告第18号　平成18年５月17日）を適用し、連結決算上必要な修正を行っております。この変更に伴

い、従来の方法によった場合に比べて、当第２四半期連結累計期間の営業利益は、米国で17,353千円減少し

ております。

EDINET提出書類

株式会社ワコム(E02059)

四半期報告書

29/34



【海外売上高】

当第２四半期連結会計期間（自平成20年７月１日　至平成20年９月30日）

　 北米 欧州
アジア・
オセアニア

その他 計

Ⅰ　海外売上高（千円） 2,934,629 1,978,441 2,646,164 73,179 7,632,413

Ⅱ　連結売上高（千円） － － － － 9,557,430

Ⅲ　連結売上高に占める海外売

上高の割合（％）
30.7 20.7 27.7 0.8 79.9

当第２四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平成20年９月30日）

　 北米 欧州
アジア・
オセアニア

その他 計

Ⅰ　海外売上高（千円） 5,678,702 3,734,844 5,141,033 188,516 14,743,095

Ⅱ　連結売上高（千円） － － － － 18,595,402

Ⅲ　連結売上高に占める海外売

上高の割合（％）
30.5 20.1 27.7 1.0 79.3

　（注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。

２．各区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。

北米…………………………米国、カナダ

欧州…………………………英国、ドイツ、フランス、オランダ他

アジア・オセアニア………韓国、台湾、オーストラリア、中国他

その他………………………中東、南米、アフリカ等

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第２四半期連結会計期間末
（平成20年９月30日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

１株当たり純資産額 45,619.12円 １株当たり純資産額 44,178.22円

２．１株当たり四半期純利益金額等

当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 3,734.60円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額
3,722.89円

１株当たり四半期純利益金額 2,303.56円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額
2,297.92円

　（注）　１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり

であります。

　
当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額   

四半期純利益（千円） 1,572,836 971,249

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 1,572,836 971,249

期中平均株式数（株） 421,152 421,629

　   

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額   

四半期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（株） 1,325 1,035

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式

で、前連結会計年度末から重要な変動があったもの

の概要

－ －
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（重要な後発事象）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

（自己株式の取得）

　当社は、平成20年10月14日及び平成20年10月30日開催の

取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読

み替えて適用される同法第156条の規定に基づき、自己株

式取得に係る事項を決議いたしました。

(1）自己株式を取得する理由

　経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行

を可能とするため

(2）自己株式取得に関する取締役会の決議内容

①　取得する株式の種類

当社普通株式

②　取得する株式の総数

20,000株（上限）

③　取得価額の総額

2,000,000千円（上限）

④　取得する期間

平成20年10月15日～平成21年１月14日

⑤　取得の方法

東京証券取引所における市場買付け

　なお、平成20年10月15日から平成20年11月10日にかけて

株式会社東京証券取引所において買受けた自己株式は、

普通株式6,092株、取得価額の総額576,083千円でありま

す。

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成20年11月11日

株　式　会　社　ワ　コ　ム

  取　締　役　会　御  中

あ ら た 監 査 法 人

 
指 定 社 員
業務執行社員

 公認会計士 友　田　 和　彦　　

 指 定 社 員
業務執行社員

 公認会計士 飯　室　 進　康　　

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ワコ

ムの平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日か

ら平成20年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る四

半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計

算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独

立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを

行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査

の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と

認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ワコム及び連結子会社の平成20年９月30日現在の

財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半

期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点におい

て認められなかった。

追記情報

　重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成20年10月14日及び平成20年10月30日開催の取締役会において

自己株式の取得について決議し、この決議に基づき自己株式の取得を一部実施している。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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